■政策ニュースレター第39号

包括交付金やイコールフッティングのあり方等について議論

第16回基本制度ワーキングチーム報告

　子ども・子育て新システム検討会議作業グループ基本制度ワーキングチームの第16回会合が、11月24日午前、内閣府会議室で開催され、前回に引き続き、「中間とりまとめ」で残された課題に対する検討を行った。連合からは岡本会長代行と菅家副事務局長が参加した。

（１）子ども・子育て包括交付金について

　子ども・子育て特定財源である「子ども・子育て包括交付金（仮称）」の交付方法（現金給付、現物給付、市町村事業に区分して交付するか等）を議論。

　本件について、尾崎委員（知事会）らが「包括交付金は地方裁量が働く方法で交付すべき」と主張する一方、菅原委員（私保連）らが「こども園等に関する給付は、使途を限定し全国一律とすべき」と反論し、意見は一致しなかった。

（２）子ども・子育て支援事業について

　市町村が地域の実情に応じて実施する「子ども・子育て支援事業（仮称）」（＝放課後児童クラブ、妊婦健診など）に関する基準のあり方を議論。

　尾崎委員ら地方団体代表委員は、国による基準設定に消極的な見解を表明。これに対し連合・岡本委員は、「質の確保のためには基準が必要。とりわけ最低基準がなく、質・量ともに脆弱な放課後児童クラブは、基準を設定した上で公費投入すべき」と主張。他の委員からも基準の必要性を提起する声があがった。

（３）公立こども園（仮称）について

　事務局が、「公立こども園（仮称）」への財政措置のあり方の素案を提示。具体的には、既に公立保育所運営費が一般財源化されている現状に鑑み、「公立こども園（仮称）」を「子ども・子育て包括交付金（仮称）」の対象外とし、一般財源で負担する―というもの。

　かかる提案に対し、菅原委員が「一般財源とすることは反対」と声をあげるなど、保育団体代表委員が反発。加えて一部報道のあった私立保育所運営費負担金の一般財源化にも反対意見が相次ぎ、園田政務官は「私立保育所運営費の一般財源化は検討していないというのが政府見解」と報道を否定した。

（４）利用者負担について

　事務局が、「こども園（仮称）」等の利用者負担を応能負担とする案を提示。かかる提案に対し、連合・菅家委員をはじめとして多くの委員が賛意を示した。併せて、菅家委員は、他の社会保障制度に比して少額である子ども・子育てに関わる公費負担割合を増額し、利用者負担の軽減をはかるべきと指摘した。

（５）「こども園給付（仮称）」と既存の財政措置との関係について

　「中間とりまとめ」では、幼稚園と保育所で分かれている財政補助を「こども園給付（仮称）」に一本化するとしていた。しかし今般、事務局は、建学の精神を尊重し、私学助成（経常的経費補助を除く）を除外する案を提起した。

　こうした私立幼稚園に対する私学助成のみを例外とする事務局提案に対し、保育関係団体が反対の意見を表明。宮島委員（日本テレビ）らも、私学助成を例外とすると幼保一体化は実現しないと疑問を呈した。

（６）イコールフッティングについて

　「中間とりまとめ」で株式会社を参入の例外として取り扱うことを検討するとした「総合施設（仮称）」の参入のあり方を議論。

　本論点については、山口委員（認定こども園協会）、宮島委員（日本テレビ）らが、株式会社を例外とせず、基準を満たした法人の参入を認めるべきと主張。菅家委員は、「待機児童解消のためにも多様な事業者の参入を認める必要があるが、入所応諾義務や撤退規制など、受給権者保護のルールを遵守した事業者が前提」と質の確保の必要性を提起し、他の委員からも同様の意見が挙がった。

（７）市町村関与について

　現在、市町村の保育実施義務は児福法24条で規定されているが、新システムでは、すべての子どもが確実に学校教育・保育等を受けることができるよう、新システム法と児福法の２法で市町村責務を規定するとの事務局提案があった。

　岡本委員は、市町村責務を２法で重層的に規定する提案に賛意を示しつつも、子どもの権利保障を確実にするため、市町村には、「措置」に加え、「あっせん・調整」「要請」等の権限と責務を付与すべきと主張した。

（８）ワーク・ライフ・バランスについて

　時限立法である次世代法と、新システムの関係性を議論。

　藤原・参考人（日本経団連）らは次世代法と新システムは区分して考えるべきと主張したが、両角委員（明治学院大）らはＷＬＢの重要性に鑑み新システムへ位置づけることを主張。岡本委員は、「新システムへの位置づけや次世代法の恒久化等の方策は考えられるが、事業主と自治体で継続的なＷＬＢの取り組みが行われる枠組みを整備することが必要」と述べた。

 　次回のワーキングの開催は12月上旬を予定。

